
1

令和８年度厚生労働行政推進調査事業費補助金
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出産に係る妊産婦への総合的な支援並びに費用及び給付に関する研究

研究代表者 野口晴子（早稲田大学 政治経済学術院）

令和８年10月１日 第１回妊娠・出産・産後における診療やケアの内容等に関する検討会 資料６

第１回 妊娠・出産・産後における診療やケアの内容等に関する検討会



➢ 研究概要

⚫ 出産に係る妊産婦への総合的な支援を検討するため、
出産に係る診療やサービス・費用等の実態を把握するこ
とを目的に、３つの調査・研究を実施。

• 分娩取扱施設への経営状況等の調査

• 妊産婦等への医療やサービスと費用に関する調査

• マクロ的なアプローチによる出産費用の分析
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令和８年度に行う調査研究について
➢ 研究体制

➢ 分娩取扱施設への調査

⚫ 目 的：分娩取扱施設の経営状況等を調査し、妊娠・出産に対する支援の強化について具体的な検討を行う上での基礎資料を作成する。

⚫ 対 象：全国の分娩取扱施設（悉皆調査）

⚫ 方 法：調査票を郵送し、調査票、Excelシート、Webページのいずれかで回答する。

⚫ 調査期間：2026年７月22日～８月

⚫ 調査項目：基本情報（施設名、設置主体）

妊婦健康診査・外来等（妊婦健康診査の費用と内容、保健指導の費用、初回診察の費用と内容）

経営実態（病床の状況、医業収益と費用、損益差額、総損益差額、常勤職員の給与、資産・負債、キャッシュフロー、設備投資額）

➢ 発送・回収状況

調査票送付数 未達 分娩取扱無し 有効数 回収率

病院 891 １ 11 303 34.5 ％

診療所 923 １ 32 337 38.0 ％

助産所 363 ７ 17 166 49.1 ％
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